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Abstract 

In Chikujo Town (Fukuoka Pref.), liquid fertilizer has been made from night soil since 1994. To remove 

negative feeling of local residents against the liquid fertilizer, various efforts have been conducted such as a special 

class given at elementary schools and branding of rice using the liquid fertilizer. We should focus on the fact that 

production of liquid fertilizer from night soil is considered to be a business for promotion of the local agriculture 

rather than night soil disposal. The utilization method and the approach in the diffusion of the liquid fertilizer in 

Chikujo Town are drawing attention from the local governments and other countries having methane fermentation 

facilities. 
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１．はじめに 

筆者らは前報（遠藤ら, 2008）において、メタン

発酵施設を導入し有機性廃棄物の地域内循環に取り

組む事例を紹介し、有機性廃棄物の堆肥化や液肥化

による循環が成立するためには、堆肥・液肥の利用

や農家・住民との関係づくりなどを重視した制度設

計が重要であることを述べた。 

事例として採り上げた熊本県山鹿市および福岡県

大木町では、施設の建設当時、高温好気発酵による

し尿の液状肥料化を行っていた福岡県築上町（当時

の町名は椎田町）における液肥利用を参考にした。

メタン発酵消化液の全量農地還元を前提とした施設

を計画していたものの、国内には消化液を液肥とし

て利用する施設は皆無であったためである。築上町

に液肥利用方法を学んだ山鹿市・大木町は、現在で

はメタン発酵施設の優良事例として紹介されている。 

本稿では、山鹿市・大木町がその制度設計の参考

とした築上町におけるし尿液肥化事業の経緯を振り

返り、し尿液肥の普及を図るために実施されてきた

方策について整理する。「し尿＝汚物」というイメー

ジのためし尿液肥が利用されなかった初期の課題を

いかに克服したのか、し尿液肥の利用を軸に地域農

業の再興を図ろうとする現在の取組みはどのように

発展してきたのかを探ることは、有機性廃棄物の資

源化、循環のための地域政策が発展する上で重要で

あると考える。 

 

２．築上町におけるし尿液肥化事業の概要 

築上町は、平成 18 年 1 月 10 日に椎田町と築城町

が合併して誕生した町である。福岡県北東部に位置

し、人口は 21,157 人、世帯数は 9,006 戸（いずれも

平成 19 年 12 月末時点）、総面積は 119.34km2（築上

町, 2008a）となっている。 

旧椎田町では、平成 6 年に「椎田町有機液肥製造

施設」[1]（以下、本稿においては「液肥化施設」と

表記する）を建設し、し尿および浄化槽汚泥の液状

肥料化を開始した。表 1 に液肥化施設の概要を、写

真 1 に外観を示す。 
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液肥化施設では、旧椎田町域の一般家庭および事

業所から収集されたし尿・浄化槽汚泥を高温好気条

件下で発酵させることで、年間約 9,000t の液状肥料

（以下、本稿においては「し尿液肥」と表記する）

を製造している。施設に搬入されたし尿・浄化槽汚

泥は、異物を除去したあと発酵促進剤[2]を添加し、

曝気することで有機物が分解されるとともに、55℃

以上に上昇する発酵熱により、雑菌や寄生虫卵は死

滅する。こうして製造されたし尿液肥は、水稲や麦

を中心に、レタス、ナタネ、スイートコーンなど町

内で栽培される多様な作物に施用されている。 

現在では、製造量を上回る利用申し込みがあり、

同様の施設を有する自治体が農地に散布できず余剰

となった液肥の処理に苦慮している中で[3]、バイオ

マス利用の優良事例として評価されている[4]。その

背景には、単にし尿処理という目的を達成するだけ

でなく、し尿液肥を活用することで地域農業の振興

を図るという町の方針が明確に定められており、そ

のために様々な方策がとられてきたこと、それらが

有機的に結びついて現在の事業が成り立っているこ

とがある。国内の多くのメタン発酵施設において消

化液が水処理されている中で、処理方式の違いを考

慮しても、築上町の取組は参考に値するものである。

以下では、築上町における取組の経緯と、し尿液肥

を普及し、資源循環や地域農業振興に結び付けるた

めに採用されてきた方策について述べる。 

 

表１ 液肥化施設の概要 

資料：椎田町（2005） 

写真１ 液肥化施設の外観 

３．し尿液肥化事業の経緯 

旧椎田町が液肥化施設の検討を開始したのは平成

4 年のことであり、既存のし尿処理施設の老朽化に

より、新たな処理施設の建設が必要になったためで

あった。その一方で、基幹産業である農業の衰退が

問題視されており、当時の町長は、有機農業の推進

によって新たな活路を見出したいと考えていた。町

内で発生する（し尿を含む）資源は、できるだけ町

内で循環させるべきだとの考えも持っていた。そこ

で、担当課であった環境課および産業課を中心にし

尿を資源として肥料化する方策を探っていたところ、

宮崎県綾町が昭和 53 年から高温発酵によるし尿の

液肥化に取り組んでいることを知った。綾町の液肥

利用に関心を持った町長と担当課は、綾町での視

察・研修を重ねてし尿液肥の有効性を確認し、それ

まで周辺自治体と構成していた広域処理組合を脱退

し、独自に液肥化施設を建設することを決めた。 

従来のし尿処理施設とは異なり、新たに建設する

液肥化施設は肥料製造施設であり、製造された液肥

が適切に利用されることが必須となる。そこで旧椎

田町では、すでに福岡県内で同様の施設を導入して

いた旧星野村（現在は八女市に合併）からし尿液肥

の提供を受け、施設建設前から水稲を中心に栽培試

験を行った。栽培試験は、椎田町農業振興連絡協議

会を中心に、福岡県築上地域農業改良普及センター

等の研究機関も協力する形で実施された。施設が完

成してからは、麦やレタス、タカナなど様々な作物

への応用や、臭気対策、生育ムラ対策などのための

栽培試験が継続されている。 

施設の建設と同時に、液肥利用者の組織化も進め

られ、液肥および堆肥[5]の利用を希望する農家と役

場で構成される「椎田町有機液肥固形堆肥利用者協

議会」[6]が設置された。 

栽培試験、利用者組織の設置など、事前準備に相

当の力を入れていたものの、液肥化事業の開始から

数年は、当初の目的であった資源循環はなかなか達

成されなかった。し尿液肥を散布している現場を見

た住民から「臭い、不衛生だ」「し尿を畑に撒くなど、

時代遅れだ」などという苦情が多く寄せられていた。

こうした住民の声があったために、農家も積極的に

し尿液肥を利用することができず、需要が伸び悩ん

でいた。肥料として田畑に施用できない分は、防風

用の町有林に「松の育成」として散布していたが、

次第にそれも難しくなった。防風林を管理する自治

会から「雑草が伸びすぎるので止めてほしい」と苦

情があったためだ。 

名 称 築上町有機液肥製造施設

方 式 好気的高温発酵処理方式（TCC式液状堆肥化装置）

所 在 地 福岡県築上郡築上町大字湊1287番地

処 理 能 力 18.7kL/日

竣 工 平成6年3月

窒素0.24％，リン酸0.05％，カリウム0.05％，有機物0.37％

微量元素（Fe,Mn,Zn,Cu,Mo,B）

ｐH：9.0　　大腸菌：陰性　　回虫卵：陰性

BOD：320mg/L　　SS：1,500ｍｇ・L　　COD：7,400mg/L

有機液肥の
肥 料 成 分

有機液肥の
性 状
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これに加えて、平成 11 年に農林物資の規格化及

び品質表示の適正化に関する法律（以下「JAS 法」

と表記する）が改正され、有機農産物および有機農

産物加工食品の検査認証制度が創設されたことが、

し尿液肥の利用拡大にとって大きな障壁となった。

新たに制定された有機 JAS規格では人糞尿を原料と

した肥料の使用は認められず、し尿液肥を使用した

農作物に「有機栽培」の表示をすることができなく

なったのである。し尿液肥を使用して栽培した農作

物を「有機農産物」として表示し販売できることが、

旧椎田町の農家にとってし尿液肥利用のメリットの

ひとつであったが、これが禁止されたことでし尿液

肥の需要はさらに減少した。 

住民の不理解、JAS 法の改正など、し尿液肥化事

業にとって不利な条件が続く中、平成 13 年にはし

尿液肥の散布先が見つからず、約 600t のし尿を海洋

投棄処分することになった（田村, 2009）。この経験

から、旧椎田町では翌年以降、し尿液肥の利用拡大

を図るための様々な方策を採るようになった。 

 

４．し尿液肥の利用方法 

４．１ 施用作物と散布方法 

現在、築上町では年間約 9,000t のし尿液肥が製造

されている。当初は 10,000t を越える製造量であっ

たが、人口減少やトイレの水洗化の影響によりし尿

収集量が減少し、これに伴ってし尿液肥の製造量も

漸減傾向にある。し尿液肥はバキューム車 1 台 2.5t

あたり 100 円で販売されている。水稲の場合、10a

あたりの標準施用量は基肥で 5t、追肥で 2.5t である

ため、肥料代は 300円で済む。販売価格には散布手

数料が含まれており、農家の注文を受けた液肥製造

施設の職員が、指定の圃場に散布に出向くようにな

っている。 

築上町のし尿液肥は、製造量の 5割が水稲に施用

されている。1 年のうち液肥散布のピークとなるの

は、水稲基肥として散布される 6 月初旬であり、こ

の頃には 1 日に約 120t を散布する（田中,2010）。水

稲基肥として 5t/10a を目安に散布するが、大量のし

尿液肥をムラなく効率的に散布するため、築上町で

は液肥散布車（写真 2）を導入している。液肥散布

車はクローラー車にタンクを取り付けたもので直接

圃場に入ることができ、し尿液肥をシャワー状に落

すことでムラなく散布できるようにしたものである。

当然、市販されていた車両ではなく、町が特別に発

注して製造させたものだが、目詰まりすることなく、

かつ車両の走行速度に合わせて適切な量が排出され

るように排出孔の大きさを調整するなど、町の担当

職員が手作りで改良を加えていった部分も多い。現

在は排出孔の大きさやタンクの角度などが調整され

た新型車両が用いられている。 

し尿液肥はバキューム車で散布対象の圃場まで運

搬され、液肥散布車に供給される。液肥散布車のタ

ンク容量は 2.5t であり、タンクが空になると圃場わ

きで待機している別のバキューム車から新たなし尿

液肥の供給を受ける。築上町では 1台の液肥散布車

と 3台のバキューム車を組み合わせることで、短時

間に効率よく散布できるように散布計画を組んでい

る。 

田植え後から 8 月末にかけては、水稲の追肥とし

て施用されている。水稲追肥には「流し肥」と呼ば

れる散布方法が採られている（写真 3）。し尿液肥を

灌漑水と混合して水口から流入させる方法で、圃場

全体に均一に肥料成分を行き渡らせるための工夫も、

長年の経験から蓄積されている。 

水稲に次いで散布量が多いのは麦である。10 月下

旬から 11 月下旬にかけて基肥が、1 月下旬から 2 月

中旬にかけて追肥が施用される。麦の場合は基肥だ

けでなく追肥の場合も散布車が用いられる（ただし、

圃場が乾燥していることが条件）。 

この他、レタス、タカナ、スイートコーン等の作

物にも施用されており、年間を通して一定の需要が

生まれるよう工夫されている。圃場に作物がある場

合や面積が小さい場合は、バキューム車からホース

を伸ばして直接散布する方法が採られている。 

平成 16 年からは、し尿液肥を利用したナタネの

栽培が行われている。9 月末から 10 月中旬にかけて、

基肥で 5t/10a のし尿液肥が使われる。平成 20 年に

はナタネ油 4,500L が製品化され、福岡市内を中心に

1,000 円/L で販売されている。築上町では今後もナ

タネ栽培に力を入れ、栽培面積を拡大することを計

画している（田村,前掲書）。ナタネ油の製造量を増

やし、廃食用油の BDF 化施設を導入することで、

食用油の循環を構築することを狙いとしている。 

さらに、多収量米「ミズホチカラ」を栽培して養

鶏飼料として供給する試みも始まっている。これに

ついては第 7節に後述する。 

 

表２ し尿液肥散布の年間スケジュール 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

水稲基肥 水稲追肥 葉物野菜 ナタネ 麦基肥 麦追肥
 

資料：岩下･岩田（2010）より筆者作成 
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写真２ 液肥散布車 

 

写真３ 流し肥散布の様子 

 

４．２ 肥料成分の充実 

表 1 に示すとおり、築上町のし尿液肥は窒素を主

体としており、特にリン酸が不足している。このた

め、農家ではし尿液肥のほかにリン酸肥料を別途散

布する必要があり、5.1 項に詳述する協議会からも

し尿液肥にリン酸を添加してほしいとの要望が挙が

っていた。そこでし尿液肥にリン酸肥料を添加する

ことが検討されたが、市販の化成リン酸肥料を使用

することは、し尿液肥の価格が大幅に上がってしま

い、何より資源循環を目的として開始されたし尿液

肥化事業にとっては相応しくないという問題があっ

た。対応策を検討していたところ、防災機器メーカ

ーである株式会社モリタが、期限切れの消火薬剤を

リン酸肥料「モリタ 1号」として再生利用している

という情報を得た。 

旧椎田町では、平成 16 年から株式会社モリタと

共同研究を開始し、「モリタ 1号」をし尿液肥に添加

して散布するための検討を行った。現在ではその体

制が確立し、農家は必要に応じて「モリタ 1号」が

添加されたし尿液肥を利用することができるように

なっている。 

 

 

５．し尿液肥利用の推進体制 

５．１ 利用者の組織化 

旧椎田町では、液肥化施設の建設と同時に「椎田

町有機液肥固形堆肥利用者協議会」（以下、本稿では

「協議会」と表記する）を設立した。協議会は液肥

および堆肥を利用する農家および営農組合と役場で

構成されている。JA や農業改良普及センターはアド

バイザーとして参画している。協議会の役割は、し

尿液肥・堆肥の利用方法を検討し、その普及を図る

こと、ならびに利用者（農家）と住民間の調整、苦

情への対応などが主なものである。 

協議会では、2ha 以上の個人農家から 2,000円、営

農組合から 6,000 円の年会費を徴収し運営に充てて

いるほか、町から年間 10 万円程度の補助金を受け

ている（岩下・岩田, 2010）。協議会は年 1回の総会

と数回の幹事会を開催し、年間活動計画、予算、し

尿液肥・堆肥の利用に関する需要事項について協議

している。 

当初はし尿液肥の利用量をいかに拡大するかが協

議会の議論の中心的内容であったが、第 6節に記す

方策によりし尿液肥の需要が拡大し、供給が追い付

かなくなった現在では、液肥を施用する地区の調整

が主な業務となっている。また、6.2 項に詳述する

「循環授業」におけるゲストティーチャーとしての

講話、田植えや稲刈りの体験支援など、児童との交

流を深めている。し尿液肥を利用した農業について

住民の理解を深めるため、シンポジウム等で講演を

行うこともある。協議会はし尿液肥化事業の住民啓

発においても、重要な役割を担っている。 

 

５．２ 行政の役割 

し尿液肥化事業の実施に当たって、し尿および浄

化槽汚泥の収集運搬については環境課が、施設運転

とし尿液肥の普及については産業課が担当している。

産業課はもともと農業振興に関する事業も担当して

いたため、農家とのコミュニケーションが円滑に進

んだことがひとつの成功要因と考えられる。平成 19

年には産業課内に資源循環係が設置され、液肥化事

業やその他のバイオマス利用、新エネルギー導入に

関わる業務が行われている。 

液肥化施設の導入当初は、行政の役割は専らし尿

液肥の「営業」と、住民から寄せられる苦情への対

応であった。平成 14 年からし尿液肥普及のための

取組が始まると、産業課が中心となって農家、学校、

大学等の協力研究機関を結び、活動を展開した。液

肥利用が軌道に乗り始めてからは、地域資源を活用
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した農業振興をより発展させるため、国の補助事業

等を活用したビジョン策定や事業可能性調査に取り

組んだ。以下に築上町（旧椎田町によるものも含む）

が実施した調査事業等を記す。 

・平成 15 年度 地域新エネルギービジョン策定等事業 

・平成 16 年度 地域新エネルギービジョン策定等事業 

事業化フィージビリティスタディ調査「菜種栽培と

BDF 事業による循環農業」 

・平成 18 年度 地域新エネルギービジョン策定等事業 

重点テーマにかかる詳細ビジョン策定調査「生ごみのエ

ネルギー利用と液肥化事業（バイオガスプラント活用事

業）」 

・平成 18 年度 バイオマス等未活用エネルギー事業化可

能性調査事業「築上町米エタノール地域モデル―水田を

油田にするための事業構想」 

・平成 19 年度 バイオマスタウン構想策定、公表 

・平成 20 年度 生ごみの分別収集と液肥利用の実施予備

調査（RDF 施設と液肥化利用の比較） 

・平成 20 年度 築上町イエロープラン策定委員会「地域

資源作物の地域循環としての菜種栽培」 

ビジョン策定、事業可能性調査に取り組み、資源

循環事業の展開を示していくことで、参加する農家

の意欲を高く維持するとともに、新たな事業主体の

掘り起こしにも繋がっている。 

 

６．し尿液肥の普及促進策 

６．１ シャンシャン米・環（たまき） 

第 3 節で触れたように、JAS 法の改正によってし

尿液肥を使用した農作物に「有機栽培」の表示をす

ることができなくなり、旧椎田町と利用農家は販売

方針の転換を迫られた。そこで、「有機農業」ではな

く「循環農業」という新たな切り口で、し尿液肥で

栽培した作物の差別化を図ることとした。そのブラ

ンド化第 1号が「シャンシャン米・環（たまき）」で

ある。 

し尿液肥を使用し、「福岡県減農薬・減化学肥料栽

培認証制度」による基準[7]をクリアした米を「シャ

ンシャン米・環」という名称で販売している。販売

先は主に町内の学校給食と、町外企業の社員食堂等

である。学校給食への導入は、給食調理員や生産者

が参加する給食試食会を経て、平成 15 年 9 月から

開始された。 

「シャンシャン米・環」を栽培しているのは協議

会に参加する複数の農家であり、JA を通さずに自前

で精米し、直接販売している。協議会の中に精米・

米穀販売を行う農家がいたことでこれが可能となっ

た。中間マージンが発生しないことで農家の手取り

は通常よりも良く、消費者と直接取引できることが

栽培農家にとって大きな励みとなっている。 

 

６．２ 循環授業 

液肥化施設を建設してからの数年間にし尿液肥の

利用が進まなかった背景には、住民の強い抵抗感が

あった。し尿液肥化事業によって地域農業を活性化

しようとする町の狙いは住民に周知されておらず、

「し尿＝汚物」というイメージが住民の間に根付い

ていた。この状況を打開すべく、旧椎田町では平成

14 年から小学校における「循環授業」を開始した。 

「循環授業」は、町内小学校の 5 年生を対象に実

施されている。授業の内容は、液肥化施設の職員や

協議会に参加する農家がゲストティーチャーとなっ

て行う講話や、し尿液肥を散布した水田での稲作体

験（田植え・稲刈り）、「シャンシャン米・環」を生

産農家とともに給食で食べる給食交流などの体験を

含んでいる。児童は授業や体験活動を通してし尿液

肥化事業や循環型農業の意義を学ぶ。液肥化施設の

職員や農家との交流の機会を多く持つことで、し尿

液肥化事業がより身近なものに感じられ、し尿液肥

に対する抵抗感を払拭することに繋がっている。 

授業後に実施したアンケート結果では、し尿を原

料とした肥料を農業に利用していることについては

じめは驚きや嫌悪感を抱いていた児童たちが、学習

後には肯定的に評価するようになったことが示され

た。また、し尿液肥で栽培された米を学校給食で食

べていることについても学習後には肯定的に受け止

める児童が多かったことが示された（秋永ら, 2005）。 

「循環授業」を受けた児童たちは、その学習内容

と成果を町が主催するシンポジウムで発表する。児

童が発表するシンポジウムには、その保護者らを含

む多くの住民が訪れる。児童が授業の成果発表を行

うことが、一般の住民に向けたし尿液肥化事業の周

知になっているのである。実際に、平成 15 年以降

はし尿液肥化事業や液肥散布についての苦情の電話

は大幅に減少した。「循環授業」とシンポジウムは、

児童のみならず一般住民への啓発事業としても成功

している。 

 

６．３ 完全米飯給食 

平成 19 年度から、築上町内の小中学校で提供さ

れる学校給食の主食をすべて米飯にする試みが始ま

っている。町内 10校のうち、平成 20 年度には 4校

で実施されており、23 年度までに全校で完全実施す
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ることを目指している。 

築上町が米飯給食を推進する背景には、減反が続

き耕作放棄地が増加する中で、地域農業を守るため

には米の消費拡大が必須であるとの考えがある（田

村, 前掲書）。築上町の学校給食で使用されている米

は、し尿液肥化事業の産物としての「シャンシャン

米・環」であり、資源循環に関する学びとともに給

食でこれを食べることで、地元の米を消費する習慣

を身に付けた子どもを育てることができる。このこ

とは即ち、資源循環の意義を理解し、地元の米を選

好する納税者・消費者の育成といえる。 

 

７．新たな循環の展開と課題 

築上町では、し尿液肥化事業を核とした循環型社

会づくりへの試みを続けてきた。現在では、新たな

取組として、多収量米「ミズホチカラ」を栽培して

養鶏飼料として供給する試みが始まっている。「ミズ

ホチカラ」はもともと、転作田で栽培しバイオエタ

ノール原料に仕向けることを目的として平成 18 年

から栽培試験が開始されたものであるが[8]、現在は

飼料向けに栽培され、町内の養鶏農家で利用されて

いる。養鶏農家では、それまで使用していたトウモ

ロコシを原料とする飼料から全面的に切り替え、「米

卵（こめたまご）」という商品名で、卵 1個 30円で

販売している。平成 19 年には試験的に 1,000羽を対

象に給餌されたが、「米卵」が市場で高い評価を得ら

れると判断した養鶏農家では、平成 20 年から 5,000

羽まで拡大することとした。またこの年から、養鶏

場で発生する鶏糞堆肥が飼料用米田で使用されてい

る。新たな資源循環と地域産品が生まれた形である。 

その一方で、し尿液肥の需要が増えれば現在の製

造量では対応できなくなるというジレンマも抱えて

いる。また、合併した旧築城町域のし尿および浄化

槽汚泥は液肥化の対象とはなっておらず、し尿処理

場で処理されている。よって築上町では、不足する

液肥の原料として旧築城町域のし尿・浄化槽汚泥と、

生ごみの資源化を検討している（築上町, 2008）。旧

築城町域のし尿・浄化槽汚泥と、現在は RDF 化され

ている生ごみを、バイオガスプラントにてメタン発

酵させ、消化液を液肥として利用する計画である。 

 

８．おわりに 

築上町の歩みからは、資源循環による地域農業振

興という目的を明確に掲げ、し尿液肥の利用をその

手段として捉えてきたことが窺える。先行事例がほ

とんどない中、課題が生じる都度、試行錯誤の上に

様々な工夫を重ねてきたことは、社会変換の過程と

もいうべきものであった。それはメタン発酵施設を

有する自治体等にも受け入れられ、さらに新たな方

策が展開されている。 

築上町のし尿液肥化事業は海外からも注目される

ようになっており、平成 22 年から中国江蘇省への

技術支援を開始している。し尿あるいは家畜排せつ

物の液肥化技術が、中国をはじめとする東アジアに

普及する可能性があるが、施設整備に関わるハード

技術のみならず、社会制度の変革を含めたソフト的

な技術をも併せて普及を図る必要がある。築上町が

蓄積してきたノウハウは、海外への普及という点に

おいても、知見の共有がなされるべきものである。 

 

 

補註 

[1]合併後は「築上町有機液肥製造施設」と名称変更して

いる。 

[2]主成分は繊維分解酵素であり、その他脂肪、タンパク

質分解酵素を含む。 

[3]中村ら（2008）が実施した調査によれば、築上町の液

肥化施設と同様の施設を有する 15 自治体のうち、製造

された有機液肥が肥料目的で散布され余剰は発生して

いないと回答したのは、築上町を含む 6 自治体であっ

た。 

[4]「平成 18 年度バイオマス利活用優良表彰 バイオマス

活用協議会会長賞」を受賞。また、国内外から数多く

の視察を受け入れている。 

[5]液肥化施設には家畜排せつ物の堆肥化施設が併設され

ている。協議会では、この堆肥化施設で製造される固

形堆肥の利用促進についても課題としている。 

[6]合併後は「築上町有機液肥固形堆肥利用者協議会」と

名称変更している。 

[7]化学合成農薬の散布回数（成分回数）と化学肥料の使

用量を、ともに県基準の半分以下で生産する栽培計画

を認証するもの。水稲うるち米普通作の場合、化学合

成農薬の使用回数は 16 回、化学肥料施用量（窒素成分）

は 7.25kg/10a が基準となる。（福岡県, 2010） 

[8]築上町では、平成 18 年度に経済産業省の補助事業であ

る「バイオマス等未活用エネルギー事業化可能性調査

事業『築上町米エタノール地域モデル―水田を油田に

するための事業構想』」を実施した。「ミズホチカラ」

はこの中で「西海 203号」として栽培試験が実施され、

後に品種登録時に命名されたものである。本事業では、

減反政策が進められる中、水田機能を維持し、将来に

わたる食料生産基盤を維持すること等を目的として、
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転作田における多収量米の生産とバイオエタノール製

造の事業化について検討がなされた。この事業計画は、

農林水産省の補助事業である「平成 19 年度バイオ燃料

地域利活用モデル実証事業」の不採択により一旦終了

となったが、食料、飼料、燃料の生産を担うことで農

業の新たな地位を確保すべく、多収量米の生産に継続

して取り組むことになったのである（辻林･田村, 2010）。 
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